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次期教育振興基本計画・諮問文＜抜粋＞
２．歴史の転換点において次期の教育振興基本計画に求められること
人口減少や高齢化、デジタルトランスフォーメーション 、グローバル化や多極化、そして地球環境問題

などがこれまで以上に進行することが予測されるとともに、変動性、不確実性、複雑性、曖昧性の時代と
称される ように、そもそも、先行きが不透明で、将来の予測が困難な未来を迎えようとしています。した
がって、予測される世界を想定し、そこから逆算して対応策を考えるだけでなく、失敗への批判ではなく
挑戦を応援する中で私たちが望む未来を私たち自身で示し、作り上げていくことが求められる時代となっ
ているとも言えます。

３．新型コロナウイルス感染症を契機として次期計画において検討すべき観点
デジタル機器を用いたオンライン教育や、AI等を活用した学習教材などが人々の学びを支えたことは、

デジタルがもたらす学びにおける可能性を示す機会となりました。また、オンラインであれば空間の制約
を越えて、世界のどことでもつながることができることは、高等教育を中心に、国際社会における、学び
の在り方にも変容をもたらしつつあります。
一方で、新型コロナウイルス感染症により学校に通えないという事態が、学校の持つ福祉的機能や、教

師と学習者が学校に集い共に関わりながら学び成長することの価値、教師の存在意義、さらには異なる社
会や人と現地で直接交流する留学や、学校内外におけるボランティア等の社会体験活動や自然体験活動、
スポーツ・文化芸術活動、異文化交流や地域の行事への参加など、オンラインでは経験し得ないリアルな
体験の持つ価値を再認識する契機ともなりました。

４．次期教育振興基本計画について、御審議を依頼する事項
○ 改正教育基本法の基本理念、現行計画の成果と課題、急速な技術革新、人口減少・高齢化の進展など

の国内状況の変化、グローバル化やSDGs達成に向けた世界的な取組の進展といった国際環境の変化等
を踏まえた今後の教育政策に関する基本的な方針について
特に、超スマート社会（Society 5.0）を念頭に置き、ウェルビーイングの観点も踏まえ、新型コロナ

ウイルス感染症を契機としたオンライン教育を活用する観点など「デジタル」と「リアル」の最適な
組合せ、及び、幼児教育・義務教育の基礎の上に、高等学校、大学、高等専門学校、専門学校、大学
院まで全体が連続性・一貫性を持ち、社会のニーズに応えるものとなる教育や学習の在り方について



高等教育を軸とした
グローバル政策の方向性について
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高等教育を軸としたグローバル政策の方向性
～コロナ禍で激減した学生交流の回復に向けて～

令和４年７月２６日
文部科学省
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【課題】
 急激な人口減少が進む中で、高等教育の質・多様性を高め、社会の活性化・ダイバーシティの深化に向けて、大学・高等専門

学校・専門学校をはじめ、世界中から優秀な学生を受け入れ、高度人材として定着させていくことが不可欠。
 グローバル化が進む中で、日本人学生も世界に飛び出し、多様な文化や価値観に触れ、世界中の人々や国内の多様な文化的・

言語的背景をもつ人々と協働できる力、広い視野で自ら課題に挑戦する力を身につけた真のグローバル人材として育成してい
くことが不可欠。

 優秀な学生を受け入れ、日本人学生を送り出す基盤として、大学等のグローバル化を進めることが重要。
 重点分野・重点地域の見直しや、経済安全保障など、グローバル化を推進する上で新たに顕在化した課題等への対応が不可欠。

我が国の高等教育をめぐる国際的な交流活動の現状・課題
【現状】
 新型コロナウイルス感染症の拡大により、30万人を達成した外国人留学生の受入れは減少、上昇基調にあった日本人の海外留学者は激減。
 外国人留学生が入国できなかった状況が続き、日本への就職率も減少したことにより、我が国を支える優秀な人材の確保に深刻な影響。
 グローバル競争の激化、地球規模課題の噴出、国際情勢の変化により、各大学等はこれまで以上にグローバルな課題に対峙。

外国人留学生
受入れグラフ

日本人学生
送り出しグラフ留学生定着のグラフ

外国人留学生の受入れが停滞
2019年度31.2万人 ⇒ 2021年度24.2万人 (22.4％減)

外国人留学生の就職率の減少
2019年度47.6％ ⇒  2020年度39.9％ (7.7％減)

日本人学生の留学が著しく減少
2018年度11.5万人 ⇒ 2020年度約1,500人 (98.6％減)
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高等教育において国際的な交流活動を行う意義

日本人学生
送り出しグラフ留学生定着のグラフ○

優秀な外国人留学生の受入れ・定着 日本人学生の留学・グローバル人材育成

留学生定着のグラフ

高等教育のグローバル化

○少子高齢化が更に進展する今後の我が国の社会の発展を牽引
する必要不可欠な高度外国人材を確保

○国内における教育研究の活性化・水準向上

○我が国のよき理解者として母国との架け橋となり、諸外国との国
際交流、相互理解と友好親善の増進に寄与

○知日派人材の育成を通じ我が国のプレゼンスの向上に寄与

○我が国と共通の価値観を有する人材の育成/ネットワークの構築

○我が国の様々な魅力を海外へ積極的に発信・普及

○海外に飛び出し、日本では得がたい様々な経験を積み、多様
な価値観を持つ世界中の人々との交流により、異文化理解の
促進、アイデンティティの確立、国際的素養の涵養等、グロー
バル人材の育成に寄与

○不確実な時代の中にあっても、視野を広く持ち、自ら果敢に課
題に挑戦し、新たな価値を創出し、日本の未来を創るグロー
バル・リーダー人材を育成

○最先端の教育・研究に触れ、世界中の学生・研究者と切磋
琢磨することで、グローバルに活躍する日本人研究者を育成

○大学・高等専門学校・専門学校を中心に、多様な人材が集い、学び合うことで、社会のダイバーシティの深化やＳＤＧｓの達成に寄与

○高等教育の国際通用性を高めることで、世界中から優れた人材が集う教育・研究環境基盤を整備

○国内外の優れた人材が切磋琢磨する環境が醸成され、これからの社会の発展を支えるグローバル人材を育成する基盤を形成

○我が国の大学が世界中の大学と協働・交流することにより、大学の国際競争力の強化につながり、イノベーションの創出に寄与

○双方向の留学生・研究者・大学間交流が促進され、質の高い国際流動性・国際頭脳循環が実現

好循環
の創出
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日本人学生
送り出しグラフ留学生定着のグラフ○

目標・施策の方向性
 5年後（2027年）を目途に激減した外国人留学生・日本人学生の留学を少なくともコロナ禍前の水準に回復
 重点分野・重点地域の再設定に基づき、大学・高等専門学校・専門学校をはじめ、世界中の優秀な外国人留
学生を呼び込み、企業・地域等への定着を促進

 グローバル社会で我が国の未来を担う人材の育成に向け、企業、地方自治体等の参画と、段階に応じた海外
留学支援を推進

 国内外の基盤・制度を整備し、我が国の大学等の真のグローバル化を進め、質の高い国際流動性を実現
 オンラインを効果的に活用し、新たな形式での国際的な教育・交流活動の拡大や大学間連携を推進
 高等教育への足がかりとなる高校段階からの国際交流や、日本語教育機関の水準の維持向上、大学等の真の
グローバル化、教育研究力の強化等に寄与する国際頭脳循環の実現など、各種施策とも連携

①戦略的な外国人留学生の確保 ②産学官あげてのグローバル人材育成
○重点分野・重点地域の再設定
○留学海外拠点、対外広報機関と連携した外国人学生に対する情報発信の強化
○外国人留学生の就職・起業支援の強化
○地域における外国人留学生の就職支援の強化
○知日派人材育成のための留学経験者ネットワークの強化・活性化
○我が国における日本語教育の質向上
○高等学校段階における外国人留学生の受入れ
○グローバル化の状況も踏まえた専修学校教育の充実

○日本人学生の海外留学の拡大と段階に応じた留学支援施策の最適パッケージ化
○「トビタテ！留学JAPAN」の発展的推進
○留学ワンストップサービスの構築
○留学経験者と社会とのネットワーク形成
〇高等専門学校の国際化
○国際バカロレアの普及促進

インバウンド アウトバウンド

留学生定着のグラフ

③大学等の真のグローバル化を進める基盤・ルールの整備
○大学の更なる国際化の促進
○国際的なオンライン教育プラットフォーム（JV-Campus）

の展開
○質保証を伴った国際的な大学間連携・学生交流の戦略的推

進
○国際連携教育課程制度（ジョイント・ディグリー）の推進
○質の高い留学生を受け入れるための環境整備
○JASSOの留学生支援機能の強化

○安全保障貿易管理の徹底
○研究インテグリティの推進
○在籍管理の徹底

大学等における安全・安心の醸
成

○質保証を伴った国際流動性を促進する国際的なルール
メイキングへのコミット

○高等教育分野の二国間関係の戦略的構築
〇質保証システムの見直し
○学事暦・修業年限の多様化・柔軟化の推進
○学修歴証明のデジタル化の推進
○国際頭脳循環・国際共同研究の推進

基盤構築
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○重点分野・重点地域の再設定
平成２５年に策定した「世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れ戦略」を見直し、外国人留学生の受入れ等にお
いて、時代・社会のニーズの変化を踏まえ、関係省庁と連携し、重点分野・重点地域を再設定する。当該設定に基づき、各
種留学生支援事業を戦略的に見直す。

○留学海外拠点、対外広報機関と連携した外国人学生に対する情報発信の強化
大学の留学海外拠点や海外の教育機関、対外的に日本の魅力を発信する関係省庁・機関等と連携し、日本留学に関心を持つ
外国人学生に対して日本留学の魅力や日本で就職したロールモデルなどの発信を強化していくことで、落ち込んだ日本への
留学の機運を再び高める。

○外国人留学生の就職・起業支援の強化
国内の幅広い分野において高度外国人材の需要が高まっており、諸外国から我が国へ優秀な外国人留学生をこれまで以上に
受け入れていく必要性があることから、国内企業等への就職にあたって重要なスキルとして位置付けられるビジネス日本語
教育やインターンシップ等を軸とする実践的な教育プログラムの展開を更に推進するほか、当該プログラムへの参加を後押
しするため必要な支援を拡充し、起業を含む我が国への外国人留学生の定着を促進する。

○地域における外国人留学生の就職支援の強化
関係省庁と連携し、地域の地方自治体・大学・経済団体・日本企業・JETRO等から構成されたコンソーシアムを形成するな
ど、外国人留学生の就職・定着の支援に向けた取組を強化する。

具体の取組①

戦略的な外国人留学生の確保
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○知日派人材育成のための留学経験者ネットワークの強化・活性化
関係省庁及び大学と連携して、特に帰国した国費留学生OB・OGを対象としたフォローアップを深めることにより、現地で
の留学経験者ネットワークを強化し、継続的な知日派人材としての活動を促すとともに、当該ネットワークを活性化させる
ことで、将来的な留学生の獲得につなげる。

○我が国における日本語教育の質向上
外国人留学生の我が国の大学や日本語教育機関等での円滑な受入れを促進するため、日本語教師の新たな資格制度及び日本
語教育機関の水準の維持向上を図る認定制度に関する新たな法案の速やかな提出に向けて検討を進める。

○高等学校段階における外国人留学生の受入れ
我が国の大学での継続的な留学や、将来的な定着を見据え、高等学校段階からの外国人留学生の受入れを積極的に促進する
とともに、そのための受入環境整備を支援する。

○グローバル化の状況も踏まえた専修学校教育の充実
外国人留学生の受入れや就職の円滑化に向けて、大学等の現状を踏まえつつ、有識者会議で検討を進める。

具体の取組①

戦略的な外国人留学生の確保
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○日本人学生の海外留学の拡大と段階に応じた留学支援施策の最適パッケージ化
グローバルに活躍する人材育成を推進するため、日本人学生の海外留学（海外留学支援制度等）を強化する。その際、高校
段階からの海外経験・留学の強化を進めるとともに、留学を希望する生徒・学生の段階（高校生、学生（学部、修士、博
士））に応じたシームレスな留学支援・促進策の最適パッケージ化を、戦略的に推進する。

○「トビタテ！留学JAPAN」の発展的推進
・コロナ禍で大きく落ち込んだ海外留学の機運を再び醸成し、若者の海外留学の促進に向けて、企業・地方自治体等の参画

を促進することで、官民協働により「トビタテ！留学JAPAN」を発展させた事業を推進する。
・より若い時期の海外経験を将来の留学につなげるため、大学生に加え、高校段階からの留学の機運醸成・支援を強化する。
・国費による奨学金（海外留学支援制度）においても、「トビタテ！留学JAPAN」の成果を活かした取組を実施する。

○留学ワンストップサービスの構築
民間企業等の協力を得つつ、海外留学を志す日本人学生が国、地方自治体、企業、団体等の提供する留学プログラム・支援
情報にワンストップでアクセスでき、様々な主体につながる仕組みを構築し、当該取組を通じた情報発信を強化する。

具体の取組②

産学官あげてのグローバル人材育成
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○留学経験者と社会とのネットワーク形成
民間企業等の協力を得つつ、留学経験者と社会とのネットワーク形成を進める取組を行うとともに、企業等における採用・
人材育成面での海外留学経験の評価を促進する。

〇高等専門学校の国際化
高等専門学校の海外展開による「外なる国際化」と、海外で活躍できる技術者育成による「内なる国際化」を一体的に進め
る。特に、引き続きタイ・ベトナム・モンゴルにおける日本型高等専門学校教育システム(KOSEN) の展開を支援するととも
に、KOSENの魅力発信を図るほか、海外インターンシップや交流協定校への高等専門学校生の送り出しを推進する。

○国際バカロレアの普及促進
グローバル化に対応することのできる人材を育成するとともに、国際的に通用する大学入学資格を取得することのできる国
際バカロレアについて引き続き普及を促進するとともに、国内外の多様な学生の獲得のため、我が国の大学において、入学
者選抜での国際バカロレアの活用等が図られるよう情報発信を行う。

具体の取組②

産学官あげてのグローバル人材育成
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具体の取組③

○大学の更なる国際化の促進
我が国の大学の国際化を後押ししてきたスーパーグローバル大学創成支援事業において、コロナ禍での対応も含めた成果の
十分な検証と優れた成果・取組の蓄積・横展開を行い、外国人教員・留学生の受入環境整備、日本人学生のグローバル対応
力強化、国際交流・研究ネットワークの構築・拡大、大学の国際化を担う専門人材の育成など、徹底した国際化に取り組む
大学の改革を促進し、我が国大学全体としての国際化を推進する。

○国際的なオンライン教育プラットフォーム（JV-Campus）の展開
我が国発のオンライン国際教育プラットフォーム（JV-Campus）について、各大学及び複数大学による戦略的教育コンテン
ツの発信を推進するとともに、海外大学を含むオンライン教育パッケージの開発・提供を促進し、令和６年度以降の自律的
運営組織への発展に向けて、国内外からの参画機関数の増大や、日本語・日本文化等に係るプログラムをはじめ、提供する
コンテンツの充実、展開、オンラインを活用した新たな国際交流の構築を図る。

○質保証を伴った国際的な大学間連携・学生交流の戦略的推進
我が国にとって重要な国・地域の大学と質保証を伴った持続可能な連携・学生交流を戦略的に進め、国際的通用性を備えた
質の高い教育の実現、我が国の大学教育のグローバル展開力の強化を図り、相手国・地域との平和的友好関係の強化につな
げる。

○国際連携教育課程制度（ジョイント・ディグリー）の推進
我が国の大学の国際通用性の向上等に寄与する国際連携教育課程制度（ジョイント・ディグリー）について、令和３年度に
行われた制度改正の周知を図るとともに、すでに開設している大学と連携し、好事例の周知などにより、制度の普及啓発を
進める。

大学等の真のグローバル化を進める基盤・ルールの整備
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具体の取組③

○質の高い留学生を受け入れるための環境整備
各大学において優秀な外国人留学生の受入れを促進するため、留学生や受け入れ大学のニーズを踏まえつつ、日本留学試験
の更なる普及・充実を図るとともに、国内外の学生が交流する機会の創出に資する、留学生宿舎等の滞在施設の確保をはじ
めとした受入環境の整備について必要な検討を行う。

○JASSOの留学生支援機能の強化
優秀な外国人留学生の受入れ・定着及び日本人学生の海外留学を推進するため、外国人留学生と日本人学生の双方を対象に、
留学前の情報提供から、奨学金等による留学中の柔軟な支援、留学後のフォローまで体系的で一貫した施策を実施できるよ
う、JASSOにおける留学生支援機能の強化を図る。

○質保証を伴った国際流動性を促進する国際的なルールメイキングへのコミット
我が国の高等教育の国際通用性を高め、更なる人的交流、大学間交流を促すため、質の伴った国際流動性の促進に向けた多
様な国際的な枠組み（※）のルールメイキングに我が国として積極的に参画する。
※ 例えば、ユネスコにおける高等教育の資格の承認に関する東京規約の締約国委員会や、 ASEAN+3高等教育の流動性・質保証に関するワーキング・グループなど、

質保証の伴った高等教育の流動性の促進を目的とし、新たな国際的課題への対処について議論・提案を行うための枠組み。

○高等教育分野の二国間関係の戦略的構築
国際的な人的交流、大学間交流を効果的に推進するため、政府全体の外交方針等を踏まえつつ、関係省庁と連携し、高等教
育分野での政府間協力関係を戦略的に構築する。

大学等の真のグローバル化を進める基盤・ルールの整備
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具体の取組③

○質保証システムの見直し
令和３年度にとりまとめた「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）」（中央教育審議
会大学分科会質保証システム部会）を踏まえ、質保証システムについて、最低限の水準を厳格に担保しつつ、大学教育の多
様性・先導性を向上させる制度改正を行うことで、大学における国際通用性のある「教育研究の質」を保証する。

○学事暦・修業年限の多様化・柔軟化の推進
令和３年度にとりまとめた「学事暦・修業年限の多様化・柔軟化の推進について」（学事暦・修業年限の多様化・柔軟化の
推進に関するタスクフォース）を踏まえ、早期卒業・修了制度の活用や修業年限の柔軟化に係る解釈の明確化を周知するな
ど、秋季入学推進等の多様な学修ニーズに対応するとともに、外国人留学生の安定的な受入れを進める。

〇学修歴証明のデジタル化の推進
卒業証明書等の学修歴証明のデジタル化について、諸外国の動向や我が国の大学での取組状況を把握し、好事例の横展開を
進めることで、更なる国際的な学生の流動性を促進する。

〇国際頭脳循環・国際共同研究の推進
令和３年度にとりまとめた「科学技術の国際展開に関する戦略」（第11期科学技術・学術審議会国際戦略委員会）における
移籍型渡航の促進、大学等における拠点の国際化、国際共同研究の一層の推進等とも連携する。

大学等の真のグローバル化を進める基盤・ルールの整備
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具体の取組③

大学等の真のグローバル化を進める基盤・ルールの整備

○安全保障貿易管理の徹底
外為法に基づく安全保障貿易管理について、令和３年度に行われた「みなし輸出」管理の運用明確化等の制度改正も踏
まえ、各大学等において体制整備や規程策定等を進め、実効性のある取組がなされるよう促す。

○研究インテグリティの推進
「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針について」
（令和３年４月）に基づき、我が国として国際的に信頼性のある研究環境を構築すべく、各大学等における研究インテ
グリティ（研究の健全性・公正性）の自律的な確保を支援する。

○在籍管理の徹底
「留学生の在籍管理の徹底に関する新たな対応方針」（令和元年６月）に基づき、必要な制度改正を行い、各大学等に
おける在籍管理を徹底していく。

大学等における安全・安心の醸成
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留学生の受入れ・派遣に係る国際交流の拡大（コロナ禍前）
○諸外国における留学生受入れ数は、横ばいないし増加傾向。特に米国の伸びが著しい。
○諸外国における海外留学者数は、特に中国・インドが伸長する一方で、日本は微増に留まる。
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新型コロナウイルス感染症による学生交流の停滞
○外国人留学生数は、近年増加傾向にあり、2019年には31万人となったが、コロナの影響で直近２年は大きく

減少。
○日本人学生の海外留学状況については、増加傾向だったが、コロナの影響により、 2020年度は激減。
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日本における外国人留学生の出身地域別留学生数の推移
○日本における外国人留学生は、アジア地域からの留学の割合が非常に高い。
○コロナの影響による留学生数の減少率を比較すると欧州・北米・大洋州の落込みが著しい。
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東アジア 155,754 136,008 △12.7%

東南アジア 96,752 66,710 △31.1%

南アジア 39,811 27,832 △30.1%

欧州 10,345 5,622 △45.7%

北米 3,437 1,432 △58.3%

アフリカ 2,247 2,005 △10.8%

中東 1,367 1,077 △21.2%

中南米 1,718 1,337 △22.2%

大洋州 771 413 △46.4%

日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」に基づき文部科学省で作成

（人）
（人）

（年）
（年）
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日本における外国人留学生の専攻分野比率の推移
○日本における外国人留学生は文系分野を専攻する傾向にある。
○米国における外国人留学生の専攻分野と比較すると、日本における外国人留学生の理系分野を専攻する割合
が

非常に低い。
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2
%

24% 35% 2% 3%2% 5% 9%

16% 38% 3%

2%

2% 7% 9%2%

文系理系 その他21% 60%
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19%

20%

2021

理学 工学 農学 人文科学 社会科学 保健 家政 教育 芸術 その他

28% 21% 1% 28% 4% 2% 9%6%3%

50% 31% 19%

日本における外国人留学生の専攻分野比率（大学・大学院等）

日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」に基づき文部科学省で作成

米国教育省「OPEN DOORS」に基づき文部科学省で作成

米国に留学する外国人留学生の専攻分野比率（大学・大学院等）
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日本における外国人留学生の留学に対する考え方
○留学先として日本を選択した理由としては、日本社会や文化に対する興味関心、日本の教育・研究の魅力に

よるものが大きい。
○日本に留学した留学生は、日本語の習得、質の高い教育、国際的な考え方・教養の習得などに満足している。

日本を留学先として選んだ理由

15.8%

15.9%

17.0%

19.4%

20.1%

23.7%

42.9%

44.3%

61.3%

友人、知人、家族等に勧められた
ため

他の国も考えていたが、
学力や費用等の条件が一番合っ…

地理的に近いため

日本と関連のある職業につきた
かったため

異文化に接したかったため

興味ある専攻分野があったため

日本の大学等の教育、研究が魅力
的と思ったため

日本語・日本文化を勉強したかっ
たため

日本社会に興味があり、日本で生
活したかったため

日本学生支援機構「令和元年度 私費外国人留学生生活実態調査」に基づき文部科学省で作成

留学して良かったこと
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24.4%

28.2%

その他

国際的な人脈ができたこと

日本人の友人ができたこと

国際的な考え方、教養を身につ
けることができた

質の高い教育が受けられたこと

日本語が習得できたこと
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日本人学生の海外留学における地域別渡航先の推移
○日本人学生の各地域への留学は概ね順調に増加。特に北米・欧州・東アジアへの留学が多い。
○いずれの地域においてもコロナの影響で日本人学生の海外留学はすべての地域において大幅に落ち込んでい
る。
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（人）
（人）

（年）

（年）

地域 2018年 2020年 変化率

北米 29,926 429 △98.6%

欧州 24,115 312 △98.7%

東アジア 22,254 331 △98.5%

東南アジア 21,886 84 △99.6%

太平洋 13,279 141 △98.9%

南アジア 1,267 2 △99.8％

中南米 867 12 △98.6%

アフリカ 652 2 △99.7%

中東 373 5 △98.7%
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2020

理学 工学 農学 人文科学 社会科学 保健 家政 教育 芸術 その他

31%3% 16% 3% 13% 13% 3% 7% 3% 8%

日本人学生の海外留学の専攻分野比率の推移
○海外に留学する日本人学生は、文系、特に人文科学分野を専攻する割合が非常に高い。
○理系の学生の割合は、日本国内における学生の専攻分野比率と比較すると、非常に低い。
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54%

21%
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日本学生支援機構「日本人学生留学状況調査結果」に基づき文部科学省で作成
※割合について、小数点以下第1位で四捨五入したため、合計が100％にならないことがある。日本国内における学生の専攻分野比率（大学・大学院）

日本人留学生の専攻分野比率（大学・大学院等）

22% 44% 34%

文部科学省「学校基本調査」に基づき文部科学省で作成

2%

23



日本人学生の海外留学に対する考え方
○日本人学生は身近な国際交流経験や過去の海外経験に触発されて海外留学に関心を持つ傾向が見られる。
○海外留学に行かない理由としては、経済的理由・関心分野との関係などが挙げられる。
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海外の文化に触れるイベント等に参加…

海外生活・海外留学をした著名人の話…

著名人、インフルエンサーなどのSNS…

本や雑誌、新聞、テレビなどの媒体で…

学校の授業内や進学相談で、海外や留…

国内で外国人と接する機会があった

海外に行ったことがある

海外生活・海外留学をした家族や友人…

海外留学未経験の理由

24.9%

25.9%

31.5%

34.5%

40.6%

コロナウイルスが感染拡大している
ことで、今後の見通しが読めない…

留学はしたいが語学力が不足してい
るため諦めている

海外の治安が不安だから

自分のやりたいこと・
興味分野に留学が必要ないから

経済的な余裕がないから
（渡航費・休学費用含む）

文部科学省「学生の海外留学に関する調査2022」に基づき文部科学省で作成

海外留学に興味を持ったきっかけや必要性を感じた要因

コロナウイルスが感染拡大しているこ
とで、今後の見通しが読めないから

留学はしたいが語学力が不足している
ため諦めている

海外生活・海外留学をした知り合いでは
ない同世代の留学経験者の話を聞いた

海外の文化に触れるイベント等に参加す
る機会があった

海外生活・海外留学をした著名人の話
を聞いた（SNS発信以外）

著名人、インフルエンサーなどの
SNS発信により留学や海外の情報に触れた

本や雑誌、新聞、テレビなどの媒体で留
学や海外の情報に触れた

海外生活・海外留学をした家族や友人な
ど身近な人の話を聞いた

学校の授業内や進学相談で、海外や留
学について考える機会があった

24



○国内企業を対象とした調査では、特に技術者の不足が予測される分野として、機械工学(12.4%)、電力等(7.5%)、
通信・ネットワーク等(5.8%)、ハード・ソフト、プログラム系(5.7%)、土木工学(5.5%)等が挙げられる。

日本において技術者の不足が予想される分野

5年後技術者が不足すると予想される分野

経済産業省ほか「理工系人材需要状況に関する調査結果概要」（平成30年4月）、赤字・赤枠は文部科学省で追加

12.4%

7.5%

5.5% 5.7% 5.8%
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日本における外国人留学生の就職活動

20.1%

26.6%

26.6%

33.5%

53.6%

32.7%

53.3%

0% 20% 40% 60%

就職相談窓口の充実

インターンシップの充実

学校における
就職説明会の充実

企業における
就職説明会開催

就職に関する情報の充実

在留資格変更の規制緩和

在留資格の変更手続きの
簡素化・短縮化

○日本における就職活動において、外国人留学生は情報の充実への要望が高い。
○外国人留学生の採用を増やす理由として、優秀な人材を確保する目的が大きい。

日本学生支援機構「令和元年度 私費外国人留学生生活実態調査」に基づき文部科学省で作成

外国人留学生の就職活動時の要望 日本企業の外国人の採用

0.8%

21.5%

7.2%

60.4%

10.1%

30.6%

7.7%

1.6%

38.3%

21.8%

0% 20% 40% 60% 80%

未定

外国人をして
いない（しない）

割合が低下してい
る

割合に大きな
変化はない

割合が増している

1.2%

1.2%

4.9%

7.3%

17.1%

31.7%

35.4%

0% 10% 20% 30% 40%

人手不足

インバウンド対応

特定分野の
専門人材充足

国際感覚等が
求められるため

事業の海外展開

社内のダイバー
シティ推進

優秀な人材を
確保するため

大卒採用者に占める外国人の割合 外国人の大卒採用者を増やす理由

過去3年間の変化
今後5年程度の方向性

日本経済団体連合会「採用と大学改革への期待に関するアンケート結果」（令和4年1月）に基づき文部科学省で作成
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日本人学生の留学経験の就職への影響

72 71 64 57 53 46

18 17 11
1 4

76 76

61
66

56 50

21

49

22

2 4
0%

20%

40%

60%

80%
学生が留学を通じて得たこと
採用担当者が留学を通じて得てほしいこと

○学生・企業ともに留学の経験は就職活動に良い影響を与えるものと考えている。
○企業は、グローバル人材に海外との差異に柔軟に対応する姿勢やチャレンジ精神を求めている。

学生が海外留学で得たこと/採用担当者が学生に海外留学で得て欲しいこと

留学経験の就職活動への影響
留学経験が就職活動においてよい影響を与えるか

24.8% 35.9% 29.1%
4.9%

3.9%

1…

強くそう思う まあまあそう思う どちらかと言うとそう思う

どちらかと言うとそう思わない

あまりそう思わな
い

〔大学生（留学経験者）〕

〔採用担当者〕

22.4% 36.4% 32.7%
7.3%

1…

強くそう思う まあまあそう思う どちらかと言うとそう思う
全くそう思わない

どちらかと言うとそう思わない
全くそう思わない

文部科学省「学生の海外留学に関する調査2021」に基づき文部科学省で作成

文部科学省「学生の海外留学に関する調査2021」に基づき文部科学省で作成

企業がグローバル事業で活躍する人材に求める素質、知識・能力

企業がグローバル人材育成に向けて大学に期待する取り組み

284
216

177
164
160

78
36

9
1

海外との差異に興味・関心を持ち、柔軟に対応する姿勢

既成概念にとらわれず、チャレンジ精神を持ち続ける

外国語によるコミュニケーション能力

グローバルな視線と外国との差異を踏まえたマネジメント能力

逆境に耐え、粘り強く取り組む

当該職種における専門知識

進出先地域や国の繁栄を考えられる高い公共心、倫理観

日本文化、日本史、世界史、哲学等に関する知識

その他

307
195

176
168

155
131
129

110
58

9

日本経済団体連合会「グローバル人材の育成・活用に
向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」
（平成27年3月）に基づき文部科学省で作成

日本人学生の海外留学の奨励

意欲・能力、適性等を総合的に判断する入試への改革

外国人留学生の受入れ拡大に向けた取り組み

多様な体験活動の推奨

英語の4技能を測る外部試験の入試や卒業認定での活用

海外の優秀な研究者や教育者の採用促進

リーダー人材育成への取り組み

教員の教育力や事務職員の英語力の強化

海外大学と整合性のある学事暦の導入

その他

日本経済団体連合会「グローバル人材の育成・活用に
向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」
（平成27年3月）に基づき文部科学省で作成



大学間交流協定の数

○交換留学などの大学間交流協定の数、大学の海外拠点の数は順調に増加している。
○協定・拠点ともにアジア・欧州・北米に集中している。

日本の大学の海外拠点の数

25,355 

23,824 

22,078 

11,975 

11,272 

10,486 

6,167 

5,955 

5,575 

1,037 

979 

905 

1,656 

1,613 

1,513 

611 

570 

554 

522 

495 

470 

106 

106 

41 

201
9

201
8

201
7

アジア 欧州 北米 中南米

計41,622件

計44,814件

計47,429件

480

463

459

90

83

79

64

65

60

30

28

25

10

10

9

39

39

38

4

2

2

19

18

17

アジア 欧州 北米 中南米 大洋州 アフリカ 中近東

計672拠点

計690拠点

15.3%

13.5%

11.8%

10.9%

15.6%

14.3%

外国人留学生の募集活動

日本人留学等の現地での支援

海外における広報活
動

帰国した留学生・研究者の
ネットワーク維持・構築

研究者の現地での研究サポート

現地の教育・研究に関する
情報収集計717拠点

海外拠点の主な活動内容（2019）

2017

2018

2019

大学間交流協定と海外拠点

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」に基づき作成

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」に基づき作成

2017

2018

2019
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114
107
110

45
42

37

2019
2018
2017

大学

英語のみで学位が取れる課程と共同学位課程

英語のみで学位が取れる大学の数

○大学院においては、英語のみで学位が取れる課程の整備が進んでいるが、学部では多くない。
○ダブル・ディグリー（DD）の協定数・実施する大学数は多いが、より体系的な海外大学との共同課程である

ジョイント・ディグリー（JD)の実施は数が多くない。

英語のみで学位が取れる学部・専攻科の
数

290
269

252

90
73

63

2019
2018
2017

大学 大学院

ダブル・ディグリー及びジョイント・ディグリー
を実施する大学の数

20
16
1

198
182
189

2019
2018
2017

DD JD

55
40

39

1419
1310

1196

2019
2018
2017

DD JD

ダブル・ディグリー及びジョイント・ディグリーを含む大学間交流協定の数

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」に基づき作成
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